
身体障害者・知的障害者・精神障害者のために使用される自家用自動車に対する

自動車税環境性能割・自動車税種別割・軽自動車税環境性能割の減免制度について

令和７年４月

秋　 田 　県

　身体が不自由であったり、心身の発達に障害があって「２　障害の範囲一覧」に該当する方が所有する自
動車については、これらの方が自動車に乗ることにより他の方と同じような社会生活ができるように「自動車
税環境性能割・自動車税種別割・軽自動車税環境性能割の減免制度」が設けられております。

　１　減免を受けることができる方　（以下、身体障害者等といいます。）
次に掲げる方のうち、「２　障害の範囲一覧」に該当する方

　（１）身体障害者手帳の交付を受けている方　　（２）戦傷病者手帳の交付を受けている方

　（３）療育手帳の交付を受けている方　 　　　　　（４）精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方

（1）

（2）

（3）

（5）

（6）

（7）

（9）

（10）

（11）

（12）

（13）

（14）

（15）

（16）

（17）

　２　障害の範囲一覧

身体障害者等本人が運転する場合 家族や常時介護者が運転する場合

身体障害者手帳

聴　覚　障　害

平衡機能障害

１級から４級までの各級

３級

２級および３級

１級から４級までの各級

（4）
音声機能障害

（喉頭摘出者に限る。）
３級

障　害　の　区　分

視　覚　障　害

上肢不自由

下肢不自由

体幹不自由

１級および２級

１級から３級までの各級および５級

１級から６級までの各級

（8）

乳幼児期以前の
非進行性脳病変

による
運動機能障害

上肢
機能

移動
機能

１級から６級までの各級

（一上肢のみの運動機能障害を除く。）

１級および２級

精　神　障　害 精神障害者保健福祉手帳　１級

１級から３級までの各級

心臓機能障害

じん臓機能障害

呼吸器機能障害

小腸機能障害

ぼうこうまたは
直腸機能障害

１級および３級

１級、３級および４級

１級から３級

（一上肢のみの運動機能障害を除く。）

１級および２級

※　 身体に複数の障害を有する場合、身体障害者手帳の「身体障害者等級表による級別」を、個々の障害の区分の
　 級としてください。そのいずれかが上記対象範囲内であれば、減免の対象となります。

　（例）手帳の障害名が心臓４級、上肢３級、「身体障害者等級表による級別」が２級の場合、心臓２級、上肢２級として
　　　　 ください。

ヒト免疫不全ウイルス
による免疫機能障害

肝臓機能障害

知　的　障　害 療育手帳「障害程度（総合判定）」　A

１級から３級までの各級

３級

２級および３級

１級および３級

１級から３級までの各級

１級から３級までの各級

１級および２級

１級から３級までの各級

（３級の場合、一下肢のみの運動機能障害を除く。）
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　３　減免を受けることができる自動車

運　転　者

(1) 身体障害者  身体障害者本人

(2)
身体障害者

身体障害者と同居し、生計を一に
する方※３

(4)
知的障害者本人
精神障害者本人

(5)

知的障害者と同居し、生計を一に
する方
精神障害者と同居し、生計を一に
する方※３

　　生計を一にする方の所有（※１）でも減免を受けることができますが、18歳になっている場合は、その時点で身体障害

　　者本人が「所有者（※１）」になっていなければなりません。

  　 乗用し、自宅へ帰省することが要件です。

　 なお、令和３年より実施しておりました特例措置については、令和６年度末をもって終了しました。

　　 行う見込みのある方

※６　身体障害者等一人だけの世帯や、その世帯の人が全員身体障害者手帳等の交付を受けている世帯

障害者のみで構成される世帯(※６)
に属する身体障害者の通学、通院、
通所および生業

【自動車税種別割（年税額全額）を減免】

　課税される年度の４月１日午前０時現在で身体障害者等が「所有者」（※１）となっている自動車のうち、
運転者および使用目的が下の表に該当する自動車

【自動車税種別割（取得の翌月以降分）を減免】

　４月１日以降に身体障害者等が新車新規または中古新規により取得する自動車で、身体障害者等が
「所有者」（※１）となる自動車のうち、運転者および使用目的が下の表に該当する自動車

【自動車税環境性能割・軽自動車税環境性能割（全額）を減免】

  身体障害者等が取得する自動車で、身体障害者等が「所有者」（※１）となる自動車のうち、運転者およ
び使用目的が下の表に該当する自動車

※１　割賦販売により所有権を留保されている自動車の場合は、自動車の「使用者」でも受けられます。

※２　課税される年度の４月１日午前０時時点または自動車を取得する時点で、身体障害者が18歳未満の場合は同居し

自動車の要件

所有者　※１ 使　用　目　的

日常生活等

身体障害者の通学、通院、通所およ
び生業※４

(3)

（身体障害者が18歳未満の場
合は、同居家族の所有でも可
※２）

身体障害者を常時介護する方
※５

知的障害者
精神障害者
（同居家族の所有※１でも可 ）

日常生活等

知的障害者または精神障害者の通
学、通院、通所および生業※４

(6)
知的障害者を常時介護する方
精神障害者を常時介護する方
※５

障害者のみで構成される世帯(※６)
に属する知的障害者または精神障
害者の通学、通院、通所および生業

※４　施設入所・長期入院の場合は使用目的が「帰省」となります。継続して月一回以上、減免を受けている自動車に

※５　身体障害者等と別居しており、１年以上の間、週３日程度以上、身体障害者等本人のために運転を行っているか、

※３　身体障害者等と同居し、定期的に身体障害者等を乗せて運転する方
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　４　減免を受けることができない場合
(1)

(2)

(3)

すでに減免を受けている自動車がある場合

減免を受けることができる自動車は、身体障害者等１人について１台です。減免を受けている自動車から新しい自動
車に乗り換える場合は「６　減免申請の手続き」の（３）を参照してください。

すでに市町村で減免を受けている軽自動車がある場合

減免を受けることができるのは、身体障害者等１人について自動車又は軽自動車のうちどちらか１台です。同一年度
で減免を受けた軽自動車を所有している場合は自動車税種別割の減免を受けることはできません。減免を受けている
軽自動車から新しい自動車に乗り換える場合は「６　減免申請の手続き」の（３）を参照してください。

自動車検査証に「事業用」と記載されている自動車やリース車の場合
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